
【様式第1号】

連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 57,745,401,842   固定負債 9,543,142,678

    有形固定資産 54,445,266,182     地方債等 8,080,486,334

      事業用資産 15,823,528,708     長期未払金 -

        土地 4,858,121,175     退職手当引当金 1,098,873,001

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 363,783,343

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,265,111,893

        建物 16,167,194,671     １年内償還予定地方債等 1,134,991,397

        建物減価償却累計額 -9,502,248,552     未払金 10,639,916

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 7,317,854,651     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -3,424,842,238     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 77,863,496

        船舶 -     預り金 40,331,221

        船舶減価償却累計額 -     その他 1,285,863

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 10,808,254,571

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 59,418,509,295

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -8,995,450,294

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 124,570

        その他減価償却累計額 -124,569

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 407,449,000

      インフラ資産 38,362,383,408

        土地 690,326,680

        土地減損損失累計額 -

        建物 547,464,087

        建物減価償却累計額 -270,264,705

        建物減損損失累計額 -

        工作物 103,869,408,057

        工作物減価償却累計額 -66,796,912,327

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 322,361,616

      物品 1,283,234,972

      物品減価償却累計額 -1,023,880,906

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 14,759,549

      ソフトウェア 14,519,549

      その他 240,000

    投資その他の資産 3,285,376,111

      投資及び出資金 127,390,101

        有価証券 -

        出資金 127,390,101

        その他 -

      長期延滞債権 37,880,686

      長期貸付金 66,495,800

      基金 2,906,361,560

        減債基金 -

        その他 2,906,361,560

      その他 155,549,902

      徴収不能引当金 -8,301,938

  流動資産 3,485,911,730

    現金預金 1,711,462,167

    未収金 89,629,145

    短期貸付金 170,000

    基金 1,672,937,453

      財政調整基金 1,664,967,829

      減債基金 7,969,624

    棚卸資産 15,969,950

    その他 1,218,000

    徴収不能引当金 -5,474,985

  繰延資産 - 純資産合計 50,423,059,001

資産合計 61,231,313,572 負債及び純資産合計 61,231,313,572

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 12,080,764,800

    業務費用 6,620,270,718

      人件費 1,421,323,932

        職員給与費 1,106,992,798

        賞与等引当金繰入額 75,581,067

        退職手当引当金繰入額 114,023,186

        その他 124,726,881

      物件費等 4,980,760,979

        物件費 2,185,392,484

        維持補修費 5,844,170

        減価償却費 2,793,162,641

        その他 -3,638,316

      その他の業務費用 218,185,807

        支払利息 46,917,665

        徴収不能引当金繰入額 4,198,626

        その他 167,069,516

    移転費用 5,460,494,082

      補助金等 3,338,774,830

      社会保障給付 1,919,958,169

      その他 201,881,083

  経常収益 433,187,271

    使用料及び手数料 489,848,430

    その他 -56,661,159

純経常行政コスト 11,647,577,529

  臨時損失 740,528

    災害復旧事業費 1,425,966,600

    資産除売却損 -1,425,423,438

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 197,366

  臨時利益 1,816

    資産売却益 -

    その他 1,816

純行政コスト 11,648,316,241



【様式第3号】

連結会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,207,254,774 59,500,388,306 -9,293,133,532 -

  純行政コスト（△） -11,648,316,241 -11,648,316,241 -

  財源 11,593,513,340 11,593,513,340 -

    税収等 8,242,717,333 8,242,717,333 -

    国県等補助金 3,350,796,007 3,350,796,007 -

  本年度差額 -54,802,901 -54,802,901 -

  固定資産等の変動（内部変動） -53,936,778 53,936,778

    有形固定資産等の増加 89,937,992 -89,934,614

    有形固定資産等の減少 -351,033,332 226,143,572

    貸付金・基金等の増加 352,018,366 -227,131,984

    貸付金・基金等の減少 -144,859,804 144,859,804

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 8,007,139 8,007,139

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 262,599,989 -1,668,422 264,268,411 -

  その他 - -34,280,950 34,280,950

  本年度純資産変動額 215,804,227 -81,879,011 297,683,238 -

本年度末純資産残高 50,423,059,001 59,418,509,295 -8,995,450,294 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,704,808,847

    業務費用支出 3,683,296,323

      人件費支出 1,303,476,912

      物件費等支出 2,172,129,764

      支払利息支出 46,917,665

      その他の支出 160,771,982

    移転費用支出 5,021,512,524

      補助金等支出 3,073,820,514

      社会保障給付支出 1,919,958,169

      その他の支出 27,853,841

  業務収入 10,538,568,467

    税収等収入 8,281,233,369

    国県等補助金収入 2,045,484,198

    使用料及び手数料収入 481,913,096

    その他の収入 -270,062,196

  臨時支出 1,426,163,966

    災害復旧事業費支出 1,425,966,600

    その他の支出 197,366

  臨時収入 907,021,269

業務活動収支 1,314,616,923

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,496,720,411

    公共施設等整備費支出 1,254,600,522

    基金積立金支出 220,869,889

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 21,250,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 624,661,038

    国県等補助金収入 434,235,108

    基金取崩収入 170,703,798

    貸付金元金回収収入 18,209,200

    資産売却収入 1,512,932

    その他の収入 -

投資活動収支 -872,059,373

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,111,610,015

    地方債等償還支出 1,111,368,523

    その他の支出 241,492

  財務活動収入 869,904,000

    地方債等発行収入 869,904,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 42,512,390

本年度歳計外現金増減額 -2,251,978

本年度末歳計外現金残高 40,260,412

本年度末現金預金残高 1,711,462,167

財務活動収支 -241,706,015

本年度資金収支額 200,851,535

前年度末資金残高 1,471,611,613

比例連結割合変更に伴う差額 -1,261,393

本年度末資金残高 1,671,201,755



自治体名：嬬恋村
年度：令和3年度
会計：連結会計 （単位：円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

事業用資産 28,066,217,163 791,275,393 106,748,439 28,750,744,117 12,927,215,409 659,799,136 15,823,528,708
　土地 4,776,878,216 82,446,893 1,203,934 4,858,121,175 0 0 4,858,121,175
　立木竹 0 0 0 0 0 0 0
　建物 15,319,802,576 65,744,600 16,694,105 15,368,853,071 9,363,681,696 330,675,958 6,005,171,375
　建物付属設備 729,203,250 69,138,400 0 798,341,650 138,566,906 45,846,294 659,774,744
　工作物 6,989,241,151 328,613,500 0 7,317,854,651 3,424,842,238 283,276,884 3,893,012,413
　その他の有形固定資産 124,570 0 0 124,570 124,569 0 1
　建設仮勘定 250,967,400 245,332,000 88,850,400 407,449,000 0 0 407,449,000
インフラ資産 103,563,483,944 2,574,378,097 708,301,601 105,429,560,440 67,067,177,032 2,060,663,123 38,362,383,408
　土地 688,097,750 2,228,930 0 690,326,680 0 0 690,326,680
　建物 546,754,087 710,000 0 547,464,087 270,264,705 10,640,401 277,199,382
　公共工作物 101,510,082,656 2,361,590,351 2,264,950 103,869,408,057 66,796,912,327 2,050,022,722 37,072,495,730
　公共用財産建設仮勘定 818,549,451 209,848,816 706,036,651 322,361,616 0 0 322,361,616
物品 1,237,940,961 110,095,822 64,801,811 1,283,234,972 1,023,880,906 71,602,779 259,354,066
　物品 1,237,940,961 110,095,822 64,801,811 1,283,234,972 1,023,880,906 71,602,779 259,354,066
合計 132,867,642,068 3,475,749,312 879,851,851 135,463,539,529 81,018,273,347 2,792,065,038 54,445,266,182

 

有形固定資産に係る行政目的別の明細
 （単位：円）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 2,824,590,752 6,365,125,427 734,465,791 44,877,974 1,448,953,783 616,252,452 3,789,262,529 15,823,528,708
　土地 188,637,268 1,222,506,701 9,996,494 44,877,973 55,268,958 27,043,199 3,309,790,582 4,858,121,175
　建物 238,531,777 4,041,603,932 655,706,425 1 544,393,303 64,143,218 460,792,719 6,005,171,375
　建物付属設備 11,500,360 530,613,134 31,972,496 0 69,056,736 0 16,632,018 659,774,744
　工作物 2,379,683,347 227,298,660 36,790,376 0 723,046,786 525,066,035 1,127,209 3,893,012,413
　建設仮勘定 6,238,000 343,103,000 0 0 57,188,000 0 920,000 407,449,000
インフラ資産 38,181,014,303 127,539,224 0 0 8,885,600 21,214,913 23,729,368 38,362,383,408
　土地 690,182,071 21,242 0 0 0 0 123,367 690,326,680
　建物 277,199,382 0 0 0 0 0 0 277,199,382
　公共工作物 36,899,940,234 127,517,982 0 0 4,416,600 17,014,913 23,606,001 37,072,495,730
　公共用財産建設仮勘定 313,692,616 0 0 0 4,469,000 4,200,000 0 322,361,616
物品 86,187,961 11,054,616 66,998,082 0 7,179,088 68,319,853 19,614,466 259,354,066
　物品 86,187,961 11,054,616 66,998,082 0 7,179,088 68,319,853 19,614,466 259,354,066
合計 41,091,793,016 6,503,719,267 801,463,873 44,877,974 1,465,018,471 705,787,218 3,832,606,363 54,445,266,182

有形固定資産の明細



連結会計注記表 
 
１．重要な会計方針 
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア  昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価 
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ  昭和 60 年度以後に取得したもの 
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価 
ただし、取得原価が不明菜もの道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

無形固定資産・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 
・満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・定額法 
・満期保有目的以外の有価証券 

ア  市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
イ  市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価又は定額法 

・出資金 
ア  市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
イ  市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 
・ 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）・・・定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    ６年～５０年 
工作物  ５年～６０年 
物品    ２年～１０年 

ただし一部の連結対象団体については、定率法によっています。 
・ 無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 
・ リース資産 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
自己所有の固定資産に適用する原価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残価価値をゼロとする定額法 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 



・徴収不能引当金 
過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しております。 
長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

・賞与等引当金 
翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割

合を乗じた額を計上しております。 
・退職給付等引当金 

退職手当債務のうち組合加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給され

た額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当村へ按分される額を加算した額

を控除した額を計上してあります。 
（４）リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行ってお

ります（少額リース資産及び短期のリース取引には 簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法

に準じて会計処理を行っております）。 
（５）連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲として

おります。 
このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含ん

でおります。 
（６）消費税の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

（７）連結対象団体の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 
決算日と連結決算日の差異が３ヶ月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算を

基礎として連結手続きを行っていますが、決算日と連結決算日の間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結 
 
２．重要な会計方針の変更等 
（１）会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が財務書類に

与えている影響の内容 
該当なし 

（２）表示方法を変更 
該当なし 

（３）資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が資

金収支計算書に与えている影響の内容 
該当なし 

 
３．重要な後発事象 



（１）主要な業務の改廃 
該当なし 

（２）組織・機構の大幅な変更 
該当なし 

（３）地方財政制度の大幅な改正 
該当なし 

（４）重要な災害等の発生 
該当なし 

（５）その他重要な後発事象 
該当なし 
 

４．偶発債務 
（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないもの） 
該当なし 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 
該当なし 

（３）その他主要な偶発債務 
該当なし 
 

５．追加情報 
（１）連結対象団体                          

団体名 連結の方法 比例連結割合 
吾妻広域町村圏振興整備組合 比例連結 財務書類未提出 
吾妻環境施設組合 比例連結 財務書類未提出 
西吾妻環境衛生施設組合 比例連結 財務書類未提出 
西吾妻衛生施設組合 比例連結 ４６．５％ 
西吾妻福祉病院組合 比例連結 ２４．１％ 
群馬県総合事務組合（消防） 比例連結 ２．３４％ 

〃        （自然災害） 比例連結 ２．０７％ 
〃        （賞じゅつ金） 比例連結 ２．９３％ 
〃        （非常勤） 比例連結 １．６７％ 
〃        （学校医） 比例連結 ４．００％ 

〃    （公平委員） 比例連結 ２．４３％ 

市町村会館管理組合   比例連結 ２．８６％ 
群馬県後期高齢者医療広域連合 比例連結 ０．６６％ 

連結方法は次のとおりです。 
１）一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合に基づき比例連結の対象としています。 



２）吾妻広域町村圏振興整備組合及び吾妻環境施設組合、西吾妻環境衛生施設組合については財務書

類未提出のため連結しておりません。 
（３）出納整理期間について 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を

終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。 
（４）表示単位未満の金額は四捨五入しているため、合計金額が一致していない場合があります。 
（５）表示単位未満の取扱 

円未満を四捨五入している表示のため、合計金額が一致しない場合があります。 


